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県知事による埋立事業等への公金支出は財務会計上の義務に
違反しないとされた事例

























































－307 （     ）－
という。）の申請を行った。被告知事は，2011（平成 23）年 7月，公有水面埋












































































































































－312 （     ）－
を受けることが必要になる（公水法 2条 1 項）。埋立てをするものが国である
ときは都道府県知事の承認を受けることを要している（公水法 41 条 1 項）。本
件に関して，国は平成 12 年 5 月 10 日に埋立承認について出願している。これ
は地方分権一括法の平成 12 年 4 月 1 日施行後に当たる。よって，公水法施行






る（公水法 13 条ノ 2第 1項）。ただし，当該変更を許可するためには，①国土





















法 21 条 2 項，同法 22 条 1 項，27 条）。そして，対象事業の事業者は，当該公
告を行った後に対象事業の目的および内容を変更する場合には，原則として再
び環境影響評価を実施しなければ対象事業を実施してはならない（環境影響評
価法 31 条 1 項）。例外として，対象事業の変更が ｢事業の縮小，政令で定める
軽微な変更その他の政令で定める変更｣ に該当するときは，環境影響評価の再
実施を要しないと規定している（環境影響評価法 31 条 2 項）。
ここで，本件が同法の定める対象事業に該当するかがまずもって問題となる
ところ，公有水面の埋立てに係る区域の面積が 50 ヘクタールを超えるものは
対象に当たると規定されている（環境影響評価法 2条 2項 1号ト，同法施行令
1条および 12 条 1 項）。よって国は，当初埋立事業に関しては環境影響評価法












2 項に定める ｢事業規模の縮小｣ に該当するため規模を縮小したという証明で
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地方自治法 2条 14 項は，いわゆる「最少経費最大効率性」を，地方財政法
4条 1項はそれを予算執行の立場から「目的達成必要最少経費」とする旨を規
定する 5。経済的合理性原則は，地方自治法 2条 14 項と地方財政法 4条 1項の
要件である。当該原則に基づく財務会計行為の適否の判断には，まずその前提
となる政策判断の適否が問題とされ，そこに認められる裁量権の踰越 ･濫用の
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であると認めること
4 4 4 4 4 4 4 4 4
もできない
















350 号 204 頁（津地鎮祭事件），②最三小判昭 57・7・13 判タ 478 号 141 頁（田
532
－317 （     ）－
子の浦ヘドロ訴訟），③最二小判昭 58・7・15 判時 1089 号 36 頁（森林組合事件），
④最一小判昭 60・9・12 判タ 572 号 54 頁（川崎市退職金支出訴訟），⑤最二小





して⑥最三小判平 4･12･15 判自 114 号 62 頁（東京都一日校長事件），⑦最二小
判平 15･1･17 判時 1813 号 64 頁がある。また，財務会計上の行為者に先行行
為を是正する権限が付与されていないことを理由とするものに⑧最一小判平
17･3･10 判時 1894 号 3 頁がある。
















－318 （     ）－
いてあてはめるに，被告知事は本件変更許可等に係る権限を有する執行機関で













平 17・7・27 LEX/DB文献番号 25410445（神戸空港建設事件），②福岡高判平
17･5･16 LEX/DB文献番号 28101683（諫早湾干拓工事差止事件），③神戸地判
















そこで，公水法 4条 1項 2号から何らかの基準を導くことはできないかにつ
き試論する。同法同号は，環境保全および災害防止につき「十分配慮」を要件
としている。これは，自然再生推進法（2001（平成 14）年法律第 148 号）附
則 2 11 や廃棄物の処理及び清掃に関する法律（いわゆる廃棄物処理法または廃








































































































































































－325 （     ）－
や津波の最大遡上高を想定せねばならないと主張した。さらに，液状化対策が
採られていないこと，アクセス道路および避難施設が設置されていないことも








































年以降の世界目標として採択されており，本件変更は 2011 年 7 月に承認およ
び許可されている。すなわち，愛知目標の対象期間内であったといえる。加え
て，生物多様性条約の直接適用の裁判例（札幌地判平 25･9･19LEX/DB文献番
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